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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　
平成22年度
第１四半期
連結累計期間

平成23年度
第１四半期
連結累計期間

平成22年度

　
(自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日)

(自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日)

(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

経常収益 百万円 19,624 20,318 74,642

　うち信託報酬 百万円 ─ ─ ―

経常利益 百万円 6,186 7,843 16,183

四半期純利益 百万円 4,126 4,759 ―

当期純利益 百万円 ― ― 10,895

四半期包括利益 百万円 7,823 8,545 ―

包括利益 百万円 ― ― 11,404

純資産額 百万円 229,094 238,294 230,690

総資産額 百万円 3,905,050 3,968,321 3,931,889

１株当たり四半期純利益金額 円 17.46 20.28 ―

１株当たり当期純利益金額 円 ― ― 46.01

潜在株式調整後
１株当たり四半期純利益金額

円 ― ― ―

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

円 ― ― ―

自己資本比率 ％ 5.81 5.95 5.81

信託財産額 百万円 ― ― ―

(注) １　当行及び連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

２　１株当たり情報の算定上の基礎は、「第４　経理の状況」中、「１　四半期連結財務諸表」の「１株当たり情

報」に記載しております。

３　「潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額」及び「潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額」は、潜在

株式がないため記載しておりません。

４　自己資本比率は、（期末純資産の部合計－期末少数株主持分）を期末資産の部の合計で除して算出しておりま

す。

５　平成22年度第１四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定に当たり、「包括利益の表示に関する会計基準」

(企業会計基準第25号  平成22年６月30日)を適用し、遡及処理しております。

　

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当行グループ（当行及び当行の関係会社）が営む事業の内容につ

いては、重要な変更はありません。また、主要な関係会社についても、異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、財政状態及び経営成績に異常な変動等はありません。また、前事業

年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」に重要な変更はありません。

　
２ 【経営上の重要な契約等】

該当ありません。

　
３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

〔経営成績〕

当第１四半期連結累計期間の経営成績につきましては、経常収益は貸出金利息の減少を主因とする資金

運用収益の減少や国債等債券売却益の減少を主因とするその他業務収益の減少等はありましたが、その他

経常収益が「金融商品会計に関する実務指針」の改正に伴い従来特別利益に計上していた貸倒引当金戻入

益を計上したこと等により増加したため、前年同期比６億93百万円増加し203億18百万円となりました。

一方、経常費用は預金利息の減少を主因とする資金調達費用の減少や国債等債券売却損の減少を主因と

するその他業務費用の減少等により、前年同期比９億62百万円減少し124億75百万円となりました。

この結果、経常利益は前年同期比16億56百万円増加し78億43百万円、四半期純利益は前年同期比６億32百

万円増加し47億59百万円となりました。

セグメント情報ごとの業績につきましては、当行グループは、銀行業の単一のセグメントであるため記載

しておりません。

　

〔財政状態〕

当第１四半期連結会計期間末における財政状態につきましては、総資産は３兆9,683億円となり、前期末

比364億円増加しました。また、純資産は2,382億円となり、前期末比76億円増加しました。　

主要勘定の残高につきましては、預金は、お客様のニーズにお応えし、地域に密着したきめ細かな営業活

動を展開いたしました結果、前期末比645億円増加し、当四半期末残高は３兆5,704億円となりました。また、

譲渡性預金の当四半期末残高は964億円となりました。　

貸出金は、地元中小企業や公共団体のほか、個人のお客様のご要望に対して積極的にお応えしましたが償

還等により、前期末比73億円減少し、当四半期末残高は２兆3,186億円となりました。　

有価証券は、地方債等公共債の引き受けと資金運用としての債券購入等を行いました結果、前期末比428

億円増加し、当四半期末残高は１兆3,151億円となりました。　

　

なお、「事業の状況」に記載の課税取引については、消費税及び地方消費税を含んでおりません。
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国内・国際業務部門別収支

当第１四半期連結累計期間の国内・国際業務部門別収支の状況は次のとおりとなりました。

資金運用収支は、国内業務部門が前年同期比74百万円増加の13,004百万円、国際業務部門が前年同期

比84百万円減少の329百万円となり、合計では前年同期比10百万円減少の13,333百万円となりました。

役務取引等収支は、国内業務部門が前年同期比68百万円減少の1,877百万円、国際業務部門が前年同期

比３百万円増加の12百万円となり、合計では前年同期比65百万円減少の1,890百万円となりました。特

定取引収支は、国内業務部門が前年同期比１百万円減少の16百万円、国際業務部門は前年同期とほぼ変

わらずの０百万円となり、合計で前年同期比１百万円減少の16百万円となりました。その他業務収支

は、国内業務部門が前年同期比141百万円減少の374百万円、国際業務部門が前年同期比68百万円増加の

200百万円となり、合計では前年同期比73百万円減少の575百万円となりました。
　

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 相殺消去額(△) 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

資金運用収支
前第１四半期連結累計期間 12,929 413 ─ 13,343

当第１四半期連結累計期間 13,004 329 ― 13,333

　うち資金運用収益
前第１四半期連結累計期間 14,374 552 95 14,832

当第１四半期連結累計期間 14,066 398 32 14,433

　うち資金調達費用
前第１四半期連結累計期間 1,445 138 95 1,488

当第１四半期連結累計期間 1,062 69 32 1,099

役務取引等収支
前第１四半期連結累計期間 1,946 8 ─ 1,955

当第１四半期連結累計期間 1,877 12 ― 1,890

　うち役務取引等
　収益

前第１四半期連結累計期間 2,804 20 ─ 2,824

当第１四半期連結累計期間 2,738 23 ― 2,762

　うち役務取引等
　費用

前第１四半期連結累計期間 857 12 ─ 869

当第１四半期連結累計期間 860 11 ― 872

特定取引収支
前第１四半期連結累計期間 18 0 ─ 18

当第１四半期連結累計期間 16 0 ― 16

　うち特定取引収益
前第１四半期連結累計期間 18 0 ─ 18

当第１四半期連結累計期間 16 0 ― 16

　うち特定取引費用
前第１四半期連結累計期間 ─ ─ ─ ─

当第１四半期連結累計期間 ― ― ― ―

その他業務収支
前第１四半期連結累計期間 516 132 ─ 648

当第１四半期連結累計期間 374 200 ― 575

　うちその他業務
　収益

前第１四半期連結累計期間 900 210 ─ 1,111

当第１四半期連結累計期間 449 236 ― 686

　うちその他業務
　費用

前第１四半期連結累計期間 384 78 ─ 462

当第１四半期連結累計期間 75 36 ― 111

(注) １　「国内業務部門」は当行の国内店及び連結子会社の円建取引、「国際業務部門」は当行の国内店の外貨建取引

であります。ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分等は国際業務部門に含めております。

２　資金調達費用は金銭の信託運用見合費用（前第１四半期連結累計期間１百万円、当第１四半期連結累計期間１

百万円）を控除して表示しております。

３　相殺消去額は、国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の利息額であります。
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国内・国際業務部門別役務取引の状況

当第１四半期連結累計期間の国内業務部門の役務取引は、役務取引等収益が前年同期比65百万円減

少の2,738百万円、役務取引等費用が前年同期比３百万円増加の860百万円となり、その結果、役務取引

等収支は前年同期比68百万円減少の1,877百万円となりました。

他方、国際業務部門の役務取引は、役務取引等収益が前年同期比２百万円増加の23百万円、役務取引

等費用が前年同期とほぼ変わらずの11百万円となり、その結果、役務取引等収支は前年同期比３百万円

増加の12百万円となりました。

以上の結果、役務取引等収支合計では、前年同期比65百万円減少の1,890百万円となりました。

　

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

役務取引等収益
前第１四半期連結累計期間 2,804 20 2,824

当第１四半期連結累計期間 2,738 23 2,762

　うち預金・貸出
　業務

前第１四半期連結累計期間 576 ─ 576

当第１四半期連結累計期間 574 ― 574

　うち為替業務
前第１四半期連結累計期間 1,057 20 1,077

当第１四半期連結累計期間 1,022 23 1,045

　うち証券関連業務
前第１四半期連結累計期間 194 ─ 194

当第１四半期連結累計期間 227 ― 227

　うち代理業務
前第１四半期連結累計期間 48 ─ 48

当第１四半期連結累計期間 52 ― 52

　うち保護預り・
　貸金庫業務

前第１四半期連結累計期間 56 ─ 56

当第１四半期連結累計期間 56 ― 56

　うち保証業務
前第１四半期連結累計期間 13 0 13

当第１四半期連結累計期間 9 0 9

役務取引等費用
前第１四半期連結累計期間 857 12 869

当第１四半期連結累計期間 860 11 872

　うち為替業務
前第１四半期連結累計期間 296 12 309

当第１四半期連結累計期間 290 11 301

(注)　「国内業務部門」は当行の国内店及び連結子会社の円建取引、「国際業務部門」は当行の国内店の外貨建取引で

あります。ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分等は国際業務部門に含めております。
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国内・国際業務部門特定取引の状況

当第１四半期連結累計期間の特定取引収益は、国内業務部門が前年同期比１百万円減少の16百万円、

国際業務部門は前年同期とほぼ変わらずの０百万円となりました。特定取引費用は、国内業務部門及び

国際業務部門とも該当ありません。

この結果、特定取引収支合計では、前年同期比１百万円減少の16百万円となりました。なお、連結子会

社での特定取引の損益はありません。

　

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

特定取引収益
前第１四半期連結累計期間 18 0 18

当第１四半期連結累計期間 16 0 16

　うち商品有価証券
　収益

前第１四半期連結累計期間 18 ─ 18

当第１四半期連結累計期間 16 ― 16

　うち特定取引
　有価証券収益

前第１四半期連結累計期間 ― ― ―

当第１四半期連結累計期間 ― ― ―

　うち特定金融
　派生商品収益

前第１四半期連結累計期間 ─ 0 0

当第１四半期連結累計期間 ― 0 0

　うちその他の
　特定取引収益

前第１四半期連結累計期間 ― ― ―

当第１四半期連結累計期間 ― ― ―

特定取引費用
前第１四半期連結累計期間 ― ― ―

当第１四半期連結累計期間 ― ― ―

　うち商品有価証券
　費用

前第１四半期連結累計期間 ― ― ―

当第１四半期連結累計期間 ― ― ―

　うち特定取引
　有価証券費用

前第１四半期連結累計期間 ― ― ―

当第１四半期連結累計期間 ― ― ―

　うち特定金融
　派生商品費用

前第１四半期連結累計期間 ― ― ―

当第１四半期連結累計期間 ― ― ―

　うちその他の
　特定取引費用

前第１四半期連結累計期間 ― ― ―

当第１四半期連結累計期間 ― ― ―

(注) １　「国内業務部門」は当行の国内店の円建取引、「国際業務部門」は当行の国内店の外貨建取引であります。

２　内訳科目はそれぞれの収益と費用を相殺し、収益が上回った場合には収益欄に、費用が上回った場合には費用

欄に、上回った純額を計上しております。
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国内・国際業務部門別預金残高の状況

○　預金の種類別残高(末残)

　

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

預金合計
前第１四半期連結会計期間 3,466,175 16,468 3,482,644

当第１四半期連結会計期間 3,550,710 19,760 3,570,471

　うち流動性預金
前第１四半期連結会計期間 1,764,614 ─ 1,764,614

当第１四半期連結会計期間 1,807,118 ― 1,807,118

　うち定期性預金
前第１四半期連結会計期間 1,674,115 ─ 1,674,115

当第１四半期連結会計期間 1,715,251 ― 1,715,251

　うちその他
前第１四半期連結会計期間 27,445 16,468 43,914

当第１四半期連結会計期間 28,341 19,760 48,102

譲渡性預金
前第１四半期連結会計期間 130,715 ─ 130,715

当第１四半期連結会計期間 96,478 ― 96,478

総合計
前第１四半期連結会計期間 3,596,890 16,468 3,613,359

当第１四半期連結会計期間 3,647,189 19,760 3,666,950

(注) １　「国内業務部門」は当行の国内店の円建取引、「国際業務部門」は当行の国内店の外貨建取引であります。た

だし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分等は国際業務部門に含めております。

２　流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金

３　定期性預金＝定期預金＋定期積金

　
国内・国際業務部門別貸出金残高の状況

○　業種別貸出状況(残高・構成比)

　

業種別
平成22年６月30日 平成23年６月30日

貸出金残高(百万円) 構成比(％)貸出金残高(百万円) 構成比(％)

国内(除く特別国際金融取引勘定分) 2,243,104100.00 2,318,605100.00

　製造業 243,217 10.84 235,332 10.15

　農業、林業 6,374 0.28 7,324 0.31

　漁業 5,197 0.23 5,054 0.22

　鉱業、採石業、砂利採取業 1,887 0.08 1,812 0.08

　建設業 85,727 3.82 77,000 3.32

　電気・ガス・熱供給・水道業 19,316 0.86 22,771 0.98

　情報通信業 31,645 1.41 44,001 1.90

　運輸業、郵便業 41,182 1.84 40,483 1.75

　卸売業、小売業 301,218 13.43 299,169 12.90

　金融業、保険業 94,639 4.22 99,167 4.28

　不動産業、物品賃貸業 304,525 13.58 327,631 14.13

　医療・福祉 125,524 5.60 137,743 5.94

　その他サービス業 100,068 4.46 102,141 4.40

　地方公共団体 301,741 13.45 315,008 13.59

　その他 580,839 25.90 603,961 26.05

特別国際金融取引勘定分 ― ― ─ ─

　政府等 ― ― ─ ─

　金融機関 ― ― ─ ─

　その他 ― ― ─ ─

合計 2,243,104― 2,318,605─

(注)　「国内」とは、当行の国内店及び連結子会社であります。
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(2) 主要な設備

当第１四半期連結累計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。また、前連結会計年度末

に計画中であった重要な設備の新設、除却等についても、重要な変更はありません。

なお、当第１四半期連結累計期間に新たに確定した重要な設備の新築、増改築等の計画は次のとおりで

あります。

会社名
店舗名

その他
所在地 区分

セグメント
の名称

設備の内容

投資予定金額
(百万円) 資金調

達方法
着手年月 完了予定年月

総額 既支払額

当行 近見支店 熊本市 新築 銀行業 店舗 366 ― 自己資金 平成23年７月平成23年12月

(注)    上記の他、当行本店の建替えを予定しており、平成23年４月に基本計画・基本設計の立案に着手いたしました

が、投資予定金額等の具体的内容が未定のため、記載しておりません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 482,858,000

計 482,858,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成23年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年８月11日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 237,785,291同左

東京証券取引所
第一部
大阪証券取引所
第一部
福岡証券取引所

株主としての権利内容に制限
のない、標準となる株式。
単元株式数は1,000株。

計 237,785,291同左 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　　該当ありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　　該当ありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

　　　　該当ありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成23年６月30日 ― 237,785 ― 18,128,885 ― 8,133,542

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日（平成23年３月31日）に基づく株主名簿による記

載をしております。

① 【発行済株式】

平成23年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式

3,151,000
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

233,446,000
233,446 ―

単元未満株式
普通株式

1,188,291
― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 237,785,291― ―

総株主の議決権 ― 233,446 ―

(注)　１　「完全議決権株式(その他)」及び「単元未満株式」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が、それ

ぞれ1,000株及び300株含まれております。

また、「議決権の数」の欄に、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権が１個含まれております。

２　「単元未満株式」の欄には、当行所有の自己株式30株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成23年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社　肥後銀行

熊本市練兵町１番地 3,151,000 ― 3,151,0001.32

計 ― 3,151,000 ― 3,151,0001.32

　

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

１　当行の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年

内閣府令第64号)に基づいて作成しておりますが、資産及び負債の分類並びに収益及び費用の分類は、「銀

行法施行規則」(昭和57年大蔵省令第10号)に準拠しております。

　

２　当行は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(自　平成23年４月１

日　至　平成23年６月30日)及び第１四半期連結累計期間(自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日)に係

る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年６月30日)

資産の部

現金預け金 236,120 245,578

コールローン及び買入手形 28,866 18,050

買入金銭債権 1,076 1,225

特定取引資産 1,304 1,446

金銭の信託 4,292 5,003

有価証券 1,272,250 1,315,104

貸出金 ※1
 2,325,979

※1
 2,318,605

外国為替 5,668 3,987

その他資産 16,553 20,823

有形固定資産 42,353 42,372

無形固定資産 6,171 6,152

繰延税金資産 2,442 490

支払承諾見返 12,135 11,624

貸倒引当金 △23,326 △22,144

資産の部合計 3,931,889 3,968,321

負債の部

預金 3,505,896 3,570,471

譲渡性預金 135,857 96,478

債券貸借取引受入担保金 5,814 3,297

特定取引負債 231 218

借用金 5,000 4,840

外国為替 7 27

その他負債 19,423 26,435

役員賞与引当金 55 －

退職給付引当金 8,141 8,144

役員退職慰労引当金 610 －

偶発損失引当金 369 351

睡眠預金払戻損失引当金 528 497

繰延税金負債 0 514

再評価に係る繰延税金負債 7,125 7,125

支払承諾 12,135 11,624

負債の部合計 3,701,199 3,730,026

純資産の部

資本金 18,128 18,128

資本剰余金 8,133 8,133

利益剰余金 181,918 185,739

自己株式 △1,552 △1,555

株主資本合計 206,627 210,445

その他有価証券評価差額金 17,243 21,821

繰延ヘッジ損益 △539 △1,346

土地再評価差額金 5,460 5,460

その他の包括利益累計額合計 22,163 25,934

少数株主持分 1,899 1,913

純資産の部合計 230,690 238,294

負債及び純資産の部合計 3,931,889 3,968,321
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

経常収益 19,624 20,318

資金運用収益 14,832 14,433

（うち貸出金利息） 10,296 9,900

（うち有価証券利息配当金） 4,388 4,403

役務取引等収益 2,824 2,762

特定取引収益 18 16

その他業務収益 1,111 686

その他経常収益 837 ※1
 2,419

経常費用 13,437 12,475

資金調達費用 1,490 1,100

（うち預金利息） 976 544

役務取引等費用 869 872

その他業務費用 462 111

営業経費 10,065 9,868

その他経常費用 549 521

経常利益 6,186 7,843

特別利益 829 －

償却債権取立益 7 －

貸倒引当金戻入益 714 －

偶発損失引当金戻入益 106 －

特別損失 132 1

固定資産処分損 6 1

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 126 －

税金等調整前四半期純利益 6,882 7,841

法人税、住民税及び事業税 2,313 3,200

法人税等調整額 428 △132

法人税等合計 2,741 3,067

少数株主損益調整前四半期純利益 4,141 4,774

少数株主利益 14 14

四半期純利益 4,126 4,759
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 4,141 4,774

その他の包括利益 3,682 3,771

その他有価証券評価差額金 4,858 4,577

繰延ヘッジ損益 △1,173 △806

持分法適用会社に対する持分相当額 △2 0

四半期包括利益 7,823 8,545

親会社株主に係る四半期包括利益 7,810 8,531

少数株主に係る四半期包括利益 13 14
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

　

　　当第１四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日）

　　　該当ありません。

　

【会計方針の変更等】

　

　　当第１四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日）

　　　該当ありません。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　

　　当第１四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日）

　　　該当ありません。

　

【追加情報】

　

当第１四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日)

１　会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用

　当第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正から、

「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」(企業会計基準第24号平成21年12月４日)

及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第

24号平成21年12月４日)を適用しております。

  なお、上記会計基準等及び「金融商品会計に関する実務指針」(日本公認会計士協会会計制

度委員会報告第14号)に基づき、当第１四半期連結累計期間の「貸倒引当金戻入益」、「償却債

権取立益」及び「偶発損失引当金戻入益」は、「その他経常収益」に計上しておりますが、前

第１四半期連結累計期間については遡及処理を行っておりません。

　
２　役員退職慰労引当金

　当行は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員に対する退職慰労金の支給見積額の

うち期末要支給額を「役員退職慰労引当金」として計上しておりましたが、役員退職慰労金制

度の廃止に伴い、平成23年６月24日開催の第140回定時株主総会において役員退職慰労金を打

ち切り支給することが決議されました。これにより、当第１四半期連結累計期間において「役

員退職慰労引当金」を全額取崩し、打ち切り支給額未払分566百万円については「その他負

債」に含めて表示しております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年６月30日)

※１　貸出金のうち、リスク管理債権は以下のとおりであ

ります。

破綻先債権額 1,388百万円

延滞債権額 36,043百万円

３ヵ月以上延滞債権額 567百万円

貸出条件緩和債権額 18,859百万円

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であ

ります。

※１　貸出金のうち、リスク管理債権は以下のとおりであ

ります。

破綻先債権額 1,186百万円

延滞債権額 34,292百万円

３ヵ月以上延滞債権額 1,155百万円

貸出条件緩和債権額 19,149百万円

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であ

ります。

　

(四半期連結損益計算書関係)

　

前第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日)

──── ※１　その他経常収益には、貸倒引当金戻入益1,061百万

円及び償却債権取立益271百万円を含んでおります。

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、

第１四半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりでありま

す。

　

前第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日)

　

減価償却費 732百万円
　

減価償却費 750百万円
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(株主資本等関係)

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

１　配当金支払額
　

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月25日
定時株主総会

普通株式 945 4.0平成22年３月31日 平成22年６月28日 利益剰余金

　

２　基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期

間の末日後となるもの

　　　該当ありません。

　

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日）

１　配当金支払額
　

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月24日
定時株主総会

普通株式 938 4.0平成23年３月31日 平成23年６月27日 利益剰余金

　

２　基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期

間の末日後となるもの

　　　該当ありません。

　

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

　当行グループは、銀行業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

　

(金融商品関係)

　金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比して著しい変動が

認められないため、記載しておりません。

　

(有価証券関係)

　有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比して著しい変動が

認められないため、記載しておりません。

　

(金銭の信託関係)

　該当ありません。

　

EDINET提出書類

株式会社肥後銀行(E03595)

四半期報告書

17/21



　

(デリバティブ取引関係)

Ⅰ　前連結会計年度

　

通貨関連取引(平成23年３月31日現在)
　

区分 種類 契約額等(百万円) 時価(百万円) 評価損益(百万円)

金融商品
取引所

通貨先物 ― ― ―

通貨オプション ― ― ―

店頭

通貨スワップ 23,909 49 49

為替予約 21,123 △419 △419

通貨オプション ― ― ―

その他 ― ― ―

　 合計 ―― △369 △369

(注)　　上記取引については時価評価を行い、評価損益を四半期連結損益計算書に計上しております。

　なお、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会

業種別監査委員会報告第25号）等に基づきヘッジ会計を適用している通貨スワップ取引等及び外貨建金銭債権

債務等に付されたもので当該外貨建金銭債権債務等の四半期連結貸借対照表表示に反映されているもの、又は当

該外貨建金銭債権債務等が連結手続上消去されたものについては、上記記載から除いております。

　

Ⅱ　当第１四半期連結会計期間

　企業集団の事業の運営において重要なものであり、前連結会計年度の末日に比して著しい変動が認めら

れるものは、次のとおりであります。

　

通貨関連取引(平成23年６月30日現在)
　

区分 種類 契約額等(百万円) 時価(百万円) 評価損益(百万円)

金融商品
取引所

通貨先物 ― ― ―

通貨オプション ― ― ―

店頭

通貨スワップ 23,909 47 47

為替予約 14,127 58 58

通貨オプション ― ― ―

その他 ― ― ―

　 合計 ―― 106 106

(注)　　上記取引については時価評価を行い、評価損益を四半期連結損益計算書に計上しております。

　なお、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会

業種別監査委員会報告第25号）等に基づきヘッジ会計を適用している通貨スワップ取引等及び外貨建金銭債権

債務等に付されたもので当該外貨建金銭債権債務等の四半期連結貸借対照表表示に反映されているもの、又は当

該外貨建金銭債権債務等が連結手続上消去されたものについては、上記記載から除いております。
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(１株当たり情報)
　

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、次のとおりであります。
　

 
　

前第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 円 17.46 20.28

(算定上の基礎) 　 　 　

四半期純利益 百万円 4,126 4,759

普通株式に係る四半期純利益 百万円 4,126 4,759

普通株式の期中平均株式数 千株 236,320 234,624

　

(注)　 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

　

(重要な後発事象)

当第１四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日）

　該当ありません。

　
２ 【その他】

該当ありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

　

平成２３年８月９日
　

　

株式会社　肥　後　銀　行

取　締　役　会　　御　中
　

　

有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ
　

指定有限責任社員
 
業務執行社員 　

 
公認会計士

 
本　　野　　正　　紀

　
　

指定有限責任社員
 
業務執行社員 　

 
公認会計士

 
白　　水　　一　　信

　
　

指定有限責任社員
 
業務執行社員 　

 
公認会計士

 
伊　　藤　　次　　男

　
　

　

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社肥後銀行の平成２３年４月１日から平成２４年３月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結会計

期間（平成２３年４月１日から平成２３年６月３０日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成２３年４月

１日から平成２３年６月３０日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期

連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四

半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用するこ

とが含まれる。
　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸

表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ

ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施

される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において

一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手

続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　　

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社肥後銀行及び連結子会社の平成２３

年６月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示し

ていないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
　
 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当行（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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